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「東アジア経済研究センターシンポジウム」のお知らせ
京都大学
東アジア経済研究センターシンポジウム
米中貿易摩擦と朝鮮半島和平
主催：　京都大学東アジア経済研究センター
共催：　人文科学研究所付属現代中国研究センター、大阪能率協会
後援：　京都大学東アジア経済研究センター支援会
時    間： 2018年6月23日(土) 14:00～18:00

場    所： 京都大学吉田校舎時計台記念館2階、国際交流ホールⅠ
使用言語： 日本語、中国語（通訳あり）
参 加 費： 無料
14:00-14:10　趣旨説明

劉徳強（京都大学経済学研究科教授・東アジア経済研究センター副センター長）
14:10-14:20  開会のご挨拶

江上雅彦　（京都大学経済学研究科科長・教授)　

14:20-15:55　講演Ⅰ (中国語＋日本語通訳)

廖群（香港・中信銀行（国際）チーフエコノミスト）
「米中貿易摩擦の影響と行方」
15:55-16:05              コーヒーブレーク                
16:05-17:00　講演Ⅱ（日本語）
　 　叶芳和（経済評論家）
「朝鮮半島和平プロセスと北復興計画支援の日本経済への影響（仮）」
17:00-17:50 　質疑応答

廖群（香港・中信銀行（国際）チーフエコノミスト）
叶芳和（経済評論家）
17:50-18:00  閉会挨拶

藤井秀樹（京都大学経済学研究科教授・東アジア経済研究センター長）
18:20-19:30　懇親会

会  場： 京都大学吉田校舎法経東館地下一階　みずほホールA・B
参加費： \2000円(東アジア経済研究センター支援会会員は無料、学生は1000円)

※当日の参加も可能ですが、準備の都合上、参加ご希望の方は6月20日までに氏名・所属・メールアドレス、及び懇親会参加の有無を東アジア経済研究センター事務局（ceaes2010@yahoo.co.jp）にまでお知らせください。
講師紹介
■廖群
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	中信銀行（国際）チーフエコノミスト
元中国国家計画委員会経済予測処所長、エコノミスト。スタンダードチャータード銀行エコノミスト、中信銀行副総裁を歴任、現在は同銀行チーフエコノミスト兼経済部総経理。マクロ経済分析及び中信銀行（国際）に関連する産業、市場及び戦略を研究。中国チーフエコノミストフォーラム理事、香港国際金融学会副会長などを兼務。オックスフォード大学経済学博士。


■叶芳和
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	経済評論家
元㈶国民経済研究協会理事長。 拓殖大学、帝京平成大学、日本経済大学大学院教授を歴任。 主な著書は『農業・先進国型産業論』 (日本経済新聞社1982年 )、『赤い資本主義・中国』(東洋経済新報社1993年 )、『走るアジア遅れる日本』 (日本評論社2003年)、『新世代の農業挑戦－優良経営事例に学ぶ－』新書版(全国農業会議所2014年)など。一橋大学大学院経済学研究科博士課程修了。


中国ニュース5.14-5.20
HEADLINES
米中貿易摩擦が新展開、トランプ大統領が中国ZTEへ

劉鶴氏、中米が共通認識に達し貿易戦争回避

国家開発銀行が日本の三菱UFJ銀行と提携

ロッテマート、本格的に中国市場から撤退

海南で自由貿易区の試行政策をすべて実施

ロシアの対中食糧輸出が記録更新

携程（CTrip）が日本市場進出、技術投資で国際市場を切り開く
中国・ノルウェー自由貿易交渉、オスロで実施

日中が映画共同制作合意、文化産業を協力の新注目点に

スタバが中国での発展を加速

米中貿易摩擦が新展開、トランプ大統領が中国ZTEへ

【鳳凰網　5月14日】このたび、トランプ米大統領は、半導体など米国製部品の輸出を7年間禁じる制裁措置を実施した中国の通信機器大手・中興通訊（ZTE）に対し、ツイッターで「ビジネスに早く戻れるような道を開けないか、中国の習近平（シー・ジンピン）国家主席と一緒に取り組んでいる」と表明した。このことについて、米コーネル大学貿易政策研究を専門とするプラサド教授は「トランプ氏の方針で、米中の貿易対立は一息つくだろう。中国のメンツを守るため譲歩した。今後は貿易協議が実質的な進展に向けて動き始める」と述べたという。

劉鶴氏、中米が共通認識に達し貿易戦争回避
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【鳳凰網　5月20日】中国の習近平国家主席の特使として米国訪問中の劉鶴中国共産党中央政治局委員・国務院副総理・中米全面経済対話中国側首席代表は現地時間19日午前、メディアの取材に応じ、この度の中米貿易協議の最大の成果は、双方が共通認識に達し、貿易戦争が回避され、双方の関税上乗せ措置が中止されたことにあるとの認識を示した。この度の協議が前向きな成果を得られた最も重要な要因は、協議に先立ち両国元首同士が重要な共通認識に達していたこと、根本的な要因は両国人民と全世界がそれを望んでいたことにあると語った。
国家開発銀行が日本の三菱UFJ銀行と提携

【新華網　5月15日】国家開発銀行の胡懐邦会長は11日に東京で、日本最大の商業銀行である三菱UFJフィナンシャル・グループの平野信行社長（三菱UFJ銀行会長を兼任）と会談し、双方は「一帯一路（the Belt and Road）」の枠組内で第三国市場での協力を推進することについて、特にASEAN地域でのプロジェクト協力を展開することについて共通認識に達した。開発銀行、三菱UFJ銀行、三菱東京UFJ銀行中国法人が『業務提携合意』に調印し、上層部が定期的に会談することや、投融資、市場や資産の証券化、人材や情報など各方面の交流と協力を持続的に許可することを約束した。

ロッテマート、本格的に中国市場から撤退
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【鳳凰網　5月14日】ロッテマートなどロッテグループの小売部門を総括するロッテショッピングは11日に開いた取締役会で、中国華東地区にある50店舗以上のロッテマートを中国利群グループに売却することを決定したという。ロッテマートの中国市場進出から11年で、基本的に中国市場から撤退することになる。また、韓国メディアの報道によると、高高度防衛ミサイル（THAAD）問題以来、ロッテマートは中国国内の99店舗のうち、87店舗が営業停止となり、残った店舗の売上高も8割以上減少していた。そのため昨年9月からロッテマートの売却を進めていたという。 

海南で自由貿易区の試行政策をすべて実施

【中国新聞網　5月14日】海南省第7期委員会第4回全体会議が13日に行われ、自由貿易試験区で実施されているすべての試行政策を海南島においても実施することが明らかにされた。2020年を目途に重要な進展を遂げる見込みという。会議では、高レベルの貿易や投資の自由化・円滑化に向けた要求を踏まえて、海口総合保税区、洋浦保税区などの税関特殊監督管理エリアにてより開放的な管理制度を実施し、業務範囲の開拓拡大を続けることが打ち出された。市場参入基準を大幅に緩和し、外資系企業に対して投資前の段階から内国民待遇を適用する参入前内国民待遇とネガティブリストによる管理制度を全面実施し、世界で通用するルールに照準を合わせて、より精確かつ簡素なネガティブリストを制定するという。

ロシアの対中食糧輸出が記録更新

【中華網　5月18日】ロシア動植物検疫局によると、ロシアの食糧及び食糧加工品の対中輸出量は、2017年7月1日から2018年5月15日の間に123万1000トンに達し、「ロシア現代史上の圧倒的な記録」を樹立した。前農業年度（2016年7月1日から2017年6月30日）の対中食糧輸出量は50.3万トンのみと、その半分にも満たなかった。中国はロシアにとって13番目の食糧輸出先になっているが、すぐにもトップ10内に入る見通しである。ロシアの今回の対中輸出主要農産物は、大豆（84万6200トン）、菜種（10万8100トン）、小麦（4万1300トン）、とうもろこし（2万3000トン）となった。

携程（CTrip）が日本市場進出、技術投資で国際市場を切り開く
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【中国国際電子商務網　5月17日】オンライン旅行予約サイト・携程旅行網はこのほど、グローバル化への道のりで再び重要な一歩を踏み出し、日本に照準を合わせた。今月16日、傘下のTrip.comブランドが日本で正式に運営をスタートし、日本の顧客に世界の旅行商品や24時間日本語対応サービスを提供するようになった。携程は2017年11月に米国のオンライン旅行予約サイトのTrip.comを買収し、このブランドを傘下の新ブランドとして海外エリアにおける市場の普及拡大の取り組みをスタートした。
中国・ノルウェー自由貿易交渉、オスロで実施

【新浪網　5月17日】ノルウェーの首都オスロで14日から16日にかけて、中国とノルウェーの自由貿易協定に関する第11ラウンドの交渉が行われた。今回は、両国間で貿易交渉が再開されて3回目となるもので、貨物やサービスの貿易、投資、原産地ルール、税関プロセスや貿易の利便化、知的所有権、競争政策、政府購入などといった議題について話し合われ、前向きな成果を得ているという。

日中が映画共同制作合意、文化産業を協力の新注目点に
【央広網　5月13日】このたび、中国と日本は両国政府による映画共同制作に関する合意に調印した。合意に調印したことで中日合作映画の撮影や制作に政策的保障が与えられたことになり、両国映画界の協力促進に積極的な役割を果たすとみられる。日本メディアが伝えたところでは、両国政府は合意に基づいて各方面の保障を提供し、関係者の関連機関への報告、査証（ビザ）の申請、輸送設備などの作業が順調に行われるようにする。合作映画は中国国産映画と同等の待遇を受け、輸入映画のように数量制限の対象にはならないという。

スタバが中国での発展を加速

【北京晨報　5月17日】米スターバックスは16日、初めて中国で開催した2018年のグローバル投資家交流会で、今後5年間に中国市場での発展ペースを加速させると発表した。具体的には、毎年、新店舗600店をオープンし、2022年末までに大陸部市場の店舗数を現在の2倍の6千店に増やし、カバーする都市を230都市に増やすという。現在、スタバは大陸部141都市に3300店舗を開設し、従業員は45000人に上り、平均すると15時間に1つの新店舗がオープンしていることになる。

【中国経済最新統計】
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	▲0.7
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	13.9
	17.1
	5.4
	24.0
	1549
	20.3
	24.9
	1.1
	9.7
	13.6
	14.3

	2012年
	7.7
	10.0
	14.3
	2.7
	20.7
	2303
	7.9
	4.3
	▲10.1
	▲3.7
	13.8
	15.0

	2013年
	7.7
	9.7
	11.4
	2.6
	19.4
	2590
	7.8
	7.2
	▲8.6
	5.3
	13.6
	14.1

	2014年
	7.4
	8.3
	12.0
	2.0
	15.2
	3830
	6.1
	0.4
	4.4
	1.7
	12.2
	13.6

	2015年
	6.9
	5.9
	10.7
	1.4
	9.7
	5939
	-2.9
	-14.3
	11.8
	5.6
	13.3
	15.0

	2016年
	6.7
	6.0
	10.4
	2.0
	8.1
	5097
	-7.7
	-5.4
	5.0
	-2.1
	11.3
	13.5

	1月
	
	
	10.3
	1.8
	18.0
	633
	-11.5
	-18.8
	14.1
	-2.1
	14.0
	15.2

	2月
	
	
	10.2
	2.3
	
	326
	-25.4
	-13.8
	-11.3
	-1.3
	13.3
	14.7

	3月
	6.7
	6.8
	10.5
	2.3
	11.2
	299
	11.2
	-7.4
	26.1
	4.0
	13.4
	14.7

	4月
	
	6.0
	10.1
	2.3
	10.1
	456
	-2.0
	-10.5
	21.4
	2.9
	12.8
	14.4

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	2017年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3

	12月
	6.8
	6.2
	9.4
	1.8
	-2.3
	547
	10.7
	5.0
	36.1
	-44.1
	8.2
	12.7

	2018年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	1.5
	13.8
	203
	9.7
	37.1
	17.6
	7.7
	9.2
	13.2

	2月
	
	
	
	2.9
	
	337
	42.9
	6.7
	97.4
	3.2
	9.2
	12.8

	3月
	6.8
	6.0
	10.1
	2.1
	7.1
	－50
	－3.6
	14.3
	117.7
	2.6
	8.8
	12.8

	4月
	
	7.0
	9.4
	1.8
	6.0
	288
	11.4
	20.9
	39.5
	1.9
	8.9
	12.7


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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